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1．はじめに
　いわゆる文部省の「詰め込み教育」から「ゆとりと充実ある学校教育」の名
のもとに中学校に於ける英語の授業時間数が週3時間に削減されてから5年た
つ。これに対して学校現場からは勿論のこと，各界，各種団体から非常に強い
反発や疑問がなげかけられており，今なお，その撤回をめぐって反対闘争が繰
り広げられているのが現実だ。事実，昭和59年6月熊本県人吉市議会は「中学
英語の授業時間増に関する決議」を賛成多数で採択したが英語教育に関する議
　　　　　　　　　（1）会決議は全国でも珍しい。授業時問が週3時間になったことにより，かつての
4時間のときと比較すると，削減された時間数は3学年を通じて105時間にも
なるという。
　こういった中学校に於ける英語の授業時間数の削減問題とは裏腹に早期英語
教育が花ざかりである。ここで言う早期英語教育とは幼児や小学生を対象にし
て行なわれている英語教育のすべてを指すのであるが，とくに，近年小学生で
も英語を学ぶ生徒が激増していると言う。
　そう言えば，このところ幼児や小学生を対象にした民間の語学教室が続々と
オープンされその広告が目につく。いかに商業主義とは言え，その巧みなるキ
ヤッチフレーズを2・3紹介しよう。「英語で歌う会で国際感覚とヒャリング
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のカを」，「まだ早いが，もう遅いになる年」，「ご存知ですか。英語遊びの適齢
期」，「1年早ければもっとよかった，ドラマチックな効果，疑っていたママ」，
「英語の歌20曲，半年でマスター，早いほど成果は確実」，「3～4歳から与え
たい，夢中になって遊びながら知能を伸ばす」，「気が付いたらペラペラ！」，
「英語は国際語，身につけて2倍生きよう」など。これらはすべて新聞や雑誌
に掲載された広告文なのだが，広告に誇張はつきものとは言え，何と教育ママ
や教育パパ（？）の心情をくすぐるキャッチフレーズであろうか。ひところテ
レビのコマーシヤルでも外国人に駅へ行く道をたずねられ，Go　this　way．と
即座に答える女の子の姿が実にあざやかであった。
　確かに我国では約10年ほど前から幼児や小学生を対象にした民間の英語塾が
全国各地で続々と誕生し，早期英語教育が塾ブームの中ですっかりと定着した
格好である。はっきりとした統計はなくその実態はつかめないのだが，一説に
よると塾の数は全国で数10万，英語を学ぶ幼児や小学生の数は200万人とも300
万人とも言われている。もっとも幼稚園の中には，50年代になってから幼児人
口が減少を続けているため，園児の争奮戦が繰り広げられサバイバル作戦とし
て英会話教室を開き，幼児への英語教育を売り物にしているところも少なから
　　　　　（2）ずあるようだ。
　早期英語教育が何も民間の英語塾の中だけでブームなのではない。公共放送
を標榜するNHKも3～6歳の幼児を対象にしたカセットrこども英語教室』
を販売しているし，今から6年前，確実な党の決定というわけではないが，自
民党文教制度調査会が小学校の外国語教育を提案して文部省を当惑させたこと
　　　　（3）もあったのだ。
　さて，民間の英語塾を中心に空前の早期英語教育時代とも言うべき様相を呈
してきているのであるが，その意義をめぐって賛否両論がたたかわされている
のもまた現実なのである。一口で言えば賛成派は，言語能力が衰える12歳位よ
り前に，国際語である英語を教える必要性を説き，反対派は幼児期の外国語教
育は外国人の脳を持つ日本人を創りかねないと疑問をなげかける。ここでは両
者の主張を検討する前に先ず我国に於ける早期英語教育の実態を把握すべくそ
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の歴史と現状を概観しておこう。
2．早期英語教育の歴史と現状
　我国の社会はオーストラリアやカナダ，アメリカ，ヨーロッパ諸国と比較す
ると，単一言語，単一文化，単一民族ということもあり，早期外国語教育とい
う観点から両者を比較検討することは土台，無理な話なのであるが，我国の早
期英語教育の歴史は欧米諸国のそれと比較するととくにその規模に於いてはか
なりの遅れをとっていることは事実である。
　多文化主義を全面的に打ち出してきたオーストラリアやカナダでは小学校に
於ける外国語教育が盛んだし，人種問題や言語の諸問題と切っても切れない縁
にあるアメリカやヨーロッパ諸国では早期外国語教育の歴史はかなり古い。そ
れにひきかえ我国の早期英語教育はいまだ文部省の正式な教育課程（curi－
culum）の中に入いっておらず，なんら体系化されていない。いかなる外国語
教育にとっても根本問題である筈の目的，教材，指導法などは末解決のままで
あり，教授内容全体が一貫した方針によるプログラム化がなされていないの
だ。中学校の英語教育の場合，一応，文部省の指導要領があり，最低限度の基
準がはっきりしているのであるが，早期英語教育は主に民間機関やそれぞれの
担当者の試行錯誤に全面的に委ねられているのが現状である。科学的な調査や
研究に基づく明確な目標の設定は今後に残された大きな課題なのである。
　さて，我国の早期外国語教育（英語教育）の歴史はとくにその規模の点でか
なりの遅れをとっていることはすでに述べたが，一部の私立小学校を中心に英
語教育が始められた時期そのものについては以外に古いのである。たとえば・
学習院初等学校（1877年），慶応義塾幼稚舎（1878年），聖心女子学院初等科
　（1910年），成城学園初等学校（1922年），立教女学院小学校（1931年），桜の
聖母学院小学校（1946年），田園調布隻葉小学校（1946年），星美学園小学校
　（1946年），日本女子大学付属豊明小学校（1948年），清泉小学校（1950年）な
どである。この他に成瞑小学校，淑徳小学校，玉川学園小学校，聖ヨゼフ学園
小学校，東洋英和女子学院小学部，啓明学園小学校，札幌三育小学校，近畿大
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）学付属小学校などで英語教育が行なわれている。
　上記のリストはすべて私立小学校または私立大学の附属小学校なのである
が，千葉県の一部の公立小学校では知事の提案にカを得て昭和47年4月から英
語教室が開かれたという。
　1976年に東京都私立初等教育研究会の外国語部による全国的な調査によれ
ば，国立大学附属小学校では71校中3校，私立小学校では145校のうち109校で
英語教育が行なわれているとのことである。実に私立小学校総数の75％で英語
　　　　　　　　　　　　（5）教育が行なわれているのである。
　我国の早期英語教育は圧倒的に私学が中心であり，指導方法や指導内容の点
でまだまだ場あたり的であり，教材もすべて市販のものであり，そういう現状
を打破すべく，児童の英語教育の望ましいあり方を学問的に考え直し，よりよ
い指導法を探るのが目的で1978年にはr児童英語教育』という専門誌が発刊さ
れ，1980年にに「日本児童英語教育学会」という学会が設立された。また，大
学英語教育学会（∫ACET）は昨年，臨教審国際化委員会に対し，「小学校3・
4年程度からの英語教育の試行」について提言した。その趣旨は次の如くであ
る。「最近の小学校児童の英語学習者の増加は目をみはるばかりである。それ
が初心者に対するはずの中学校英語教育をゆがめている。また世界的にみて，
先進，近隣諸国の外国語教育の早期学習は次第に多くなっている。英語を入れ
なければならない絶対的な理由については議論のあるところでもあるが，一方
では英語習得が年少期に有利であるという説は根強い。この際，試行期と試行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）機関を国が設け，積極的に最善な方法を模索するのが望ましい」と。
　正式な学会が設立され，とくに学習塾や私学の小学校を中心に早期英語教育
の気運が，ここ数年，急速に高まっているのであるが，前述の如くその良し悪
しをめぐって賛否両論がたたかわされているのもまた現実なのである。先ず賛
成派の意見に耳を傾けてみよう。
3．賛成派の意見
早期英語教育賛成論にはいろいろあるのだが，先ず支配的なのは外国語教育
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というものは早ければ早いほど効果が上がるという考え方である。とくに幼児
期の頭がまだ柔かく，大脳発達のうえで大切な時期に一定の環境をつくり，日
本語と英語を同時に教えていくという考え方である。幼児期特有の記憶力や集
中力を語学教育に応用しようというわけである。幼児の才能をつかさどる大脳
の前頭葉は2歳から6歳までの時期に飛躍的に発達するので日本語の固まらな
いうちに英語環境をつくって英語の基本的なリズム，発音，イントネーション
を自然に身につけさせていくという考え方である。
　第2に支配的な要因は日本の国際化との関連である。何も早期英語教育イコ
ール日本の国際化なのではないのだが，とにかく日本の国際化，国際交流はこ
れから深まる一方であり，最低限度，国際語あるいは世界語としての英語だけ
でも早いうちから身につけさせようというものである。現に小学校での外国語
教育を力説した新聞のある投書家は「……そこで感じるのは，現行教育6・3
・3の小学校課程のころから，英会話のレッスンをとり入れるべき時期が，と
っくに来ているのではないかという思考である。なにしろ，めまぐるしく変化
する海外とのっき合い時代なのだ。現状にふさわしい，外語会話力も普及した
　　　　　　　　　　　（7　先進国民でありたいものだ。」と熱っぽく述べている。先にとりあげた早期英
語教育の広告文ではないが「英語で歌う会で国際感覚とヒヤリングの力を」，
「英語は国際語，身につけて2倍生きよう」ということなのである。
　日本人が日本語の世界にだけ閉じこもっているのではなく，国際的な視野に
立って，世界の人たちと自由に意思疎通のできる日本人の育成が急務であると
いう認識が早期英語教育賛成論の背後にあるのである。
　第3番目は受験との関連である。たしかに今なお，英語は高校であれ，大
学であれ有力な受験科目である。英語ができる，できないかが合否に大きく左
右する。従って早いうちからスタートした方が有利であるという考え方であ
る。しかし，これは中学校の英語授業時間削減問題とも深いかかわりを持って
いる。昭和50年から中学校の英語の授業時間数が週3時間に削減されたのは公
立の中学校であり，私立の中学校ではない。公立中学校の英語の授業時間数の
削減問題とは裏腹に逆に私立の中学校や高等学校では英語の授業時間数を増や
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しているところが多いと聞いている。これでは勝負にならない。授業時間数が
すべてではないけれども英語の受験に限って言えば公立の中学校よりも私立の
中学の方がはるかに有利である。受験にからんだ父兄のあせりが，そのまま小
学校における英語教育待望論につながっているのだ。
　最後に早期英語教育賛成論者の中には，中学，高校，大学を含めて日本に於
ける英語教育が不能率であり，まったく効果をあげていないという認識があ
る。日本の英語教育が効果をあげているかいないかについては例の「渡部・平
　　（8）泉論争」で最終的な決着がついたと筆者には思われるのだが，日本の英語教育
を糾弾する声は依然として根強い。先ずP．ミルワード氏の声に耳を傾けてみよ
う。「最後に私の述べたいのは英語教育のためにあてられる時間の少さに加え
て，その始まりのあまりにも遅い点である。日本において英語教育が中学校で
始まるというのは，私に言わせればいかにも遅いのである。やはり小学校時代
に始められるべきではなかろうか。外国語の習得にはもっぱら記憶力が要求さ
れるのであり，習う身になると中学校時代より小学校時代のほうが記憶力の働
きはしなやかだからである。英語の基礎の学習にあてられるとよいものを，小
学校段階での多くの時間が無駄に費されているような気がしてならない。ここ
でもう一つの諺であるが“初めがよいのはその事が半分できたも同じ”をあげ
てみたい。私はこの“初めがよいのは”を日本における小学校での英語学習に
　　　　　　　　（9）あててみたいのである。」
　ミルワード氏と並んで日本の学校英語教育を一貫して批判し続けてきたのは
ノ・一バード大学の日本研究の権威であり，親日家でもあるReischauer氏であ
る。氏は日本の学校英語教育は時代に即応していないこと，文法的な分析や古
い英語を読むことに精力が注がれていること，実際的な効用ではなく入試が目
的なこと，話したり聞いたりすることになんの努力も払われていないことなど
の点をあげつつ早期英語教育の必要性どころか，日本の英語教師の再訓練計画
まで提唱しているのである。
The　chief　problem　is　the　more　than　50，000　teachers　of　English　at
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present　in　J・pan・・e・ch・・1・，　m・・t・f　wh・m・・e　n・t・・tu・11y・bl・tQ
speak　English　themselves．　An　effective　program　for　retraining　the皿
would　be　necessary　and　early　replacement　of　those　unable　to　be　re－
trained　by　teachers　with　more　adequate　skills．　In　retraining　old　tea－
chers　and　training　new　ones，　Japan　could　afford　to　send　many　of　them
abroad　for　prolonged　periods　of　study　or　to　bring　young　native　speakers
of　English　to　Japan　to　work　at　sPecial　English　language　institutes　and
perhaps　to　participate　in　the　actual　teaching　in　the　schools．　Thousands
of　young　Americans　or　Britishers　would’「be　happy　to　go　to　Japan　for
these　purposes　at　minimal　salaries．
　　English　teaching　at　t恒e　same　time　should　be　divorced　as　much　as
possible　from　university　entrance　examinations　and　focused　on　practical
use，　such　as　the　reading　of　contemporary　written　English　and　on　spea，
king　English　and　understandi【lg　it　by　ear．　For　developing・ora豆and
aural　skills，　full　use　should　be　made　of　electronic　equipment　in　language
laboratories　in　schools　and　better　language　instruction　by　radio　and
television．　Perhaps　most　important，　the　learning　of　English　should
start，　not　in　the　seventh　grade，　but　at　an　earlier　age，　when　children
are　still　able　to　learn　with　ease　to　make　new　sounds　and　appear　to　be
generally　more　capable　of　language　learning．　For皿al　instruction　could
start　in　the丘rst　or　second　grade，　and　television　programs　could　be
aimed　at．still　younger　children．　If　these　measures　were　taken，　the
language　barrier　might　be　overcome　within　a　decade，　at　least　for　the
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
rising　generation　of　Japanese，　even　if　not　for　their　elders・
　　日本人の学者で早期英語教育の必要性を熱心に説いてきたのは自から「日本
児童英語教育学会」の会長を務められる五島忠久氏である。氏の早期英語教育
論は抽象論や観念論ではなく，御子息に実際に英語を教えてきた体験を土台に
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しているのが大きな特徴である。氏は『子どもが英語と出あうとき』という著
書の中で，言語能力の適期開発，頭脳の訓練，複眼的思考の養成，国際理解の
心の育成，人間形成という観点から児童英語教育の意義を力説して〆岩。
　以上のべてきたように新聞広告や英語塾の宣伝文句だけでなく，国際化論あ
り，体験論ありで，とくにこの10年間は，空前の早期英語教育ブームなのであ
るが，児童の脳の発達過程や母国語の習得過程と相からんで，早期英語教育の
意義そのものを否定したり疑問視したりする声がないわけではない。
4．否定派あるいは懐疑派の意見
　　「はしがき」のところで述べたように小学校からの外国語教育は外国なら普
通のことであるが，日本では小学校の英語教育が文部省の正式な教育課程の中
に入いっている訳ではなく，まだまだ末知の部分もあり，制度的に確立されて
いないので，その意義をめぐってホットな論争が続いているのが現実である。
　早期英語教育を否定したり疑問視したりする声にもいろいろあるのだが，一
番多いのが母国語（日本語）教育との関連である。母国語というのは自己の確
立や子どもの精神形成に多大の影響を及ぼすものであり，まだ母国語の基礎が
かたまっていない中から，まったく新しい外国語を教えることが，子どもの自
我の形成にかえって悪影響を及ぼすのではないかという懸念である。たしかに
あらゆる言語が伝達手段にすぎないことは事実としても，そそそれの母国語が
それぞれの民族の魂であり，血であることまた事実なのである。
　日本人の脳の働きを研究しでいる角田忠信氏は早期英語教育の意義を疑問視
している一人なのであるが，帰国子女の実験の結果から次のように述べてい
る。「日本人の外国語下手を解決し，ニカ国語以上を操り得る国際人を育成す
ることは各方面で要請されているが，効を急いで幼児教育に過大な期待をかけ
ることは如何にも非能率に思えてならない。八歳位までに日本型の脳の優位性
の型は決定されるから，将来，日本を中心にして活躍を期待するのであれば，
日本語で作られる心情の基礎が完成されてから，外国語に専念した方が将来違
和感に悩むことが少なくてすみそうである。外国人と同じメカニズムを備えた
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バイリンガルを作るということになると予想以上に困難で，成功例は，極めて
　　　　　　　　　（12）特殊な場合に限られよう。」と。
　角田氏は環境次第で子どもは母国語と外国語を同時に習得していくとか，外
国語教育は早ければ早いほど良いという俗説とはまったく逆の考え方をしてい
る訳である。氏は更に続けて「幼児期の柔軟な脳は驚くほど効率よく知的な学
習効果をあげるかも知れないが，我々は目先の効果だけに捕われて，本質を見
失ってはいないであろうか。人類の永い歴史が示すように，人間は知的で！i，る
以前に，まず動物である。そのためには，強い体力，秀れた感覚と運動能力，
手先の器用さなどを徹底的に鍛えておくことを忘れてはなるまい。動物的機能
のでき上る過程で最後に知的学習に入るのが順序というものであろう。知的学
習や言葉の獲得はプラスの面だけではなく，たくましく生きる人間の基本とな
る動物的な能力の発達にとって負の働きをする可能性のあることを考えると，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）　　　‘’幼児期からの外国語教育を推進することには疑問を感じる。」とも述べている。
　幼児に外国語を教えるのは何歳が適切かということはまだ未知の分野であ
り，小さいときから外国語を教えるということが，子どもの情緒や精神世界に
どのような影響を及ぼすのか末解決の問題が山積みしているのである。
　中津燦子氏も鳥飼玖美子氏との対談の中で「言葉を習いおぼえる，というこ
とを，子供の心や情緒，精神世界と切り離してしまい，言葉を単に習得される
モノとして考える大人があまりにも多すぎる。言葉はモノや信号や，記号では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）ない。それは親として最初に覚語しておかねばならないことではあるまいか。」
と述べて，安易な早期英語教育賛成論には一貫して批判的である。
　最後に英語教育界の権威小川芳男氏も「生理学的には八歳から十歳の間に始
めるのが理想的で，十二歳がピーク，その後は新しい言語を覚える力は落ちて
いく。脳組織の研究で，そんなことも分かってきました。その点では，早期英
語教育の方に軍配が上がるでしようが，私は必ずしも賛成しない。日本語より
英語が達者だったり，日本語が怪しかったりでは，国家として疑問ですから
綾1と述べ，日本語イコール日本民族という観点から早期英語教育の意義と価
値を疑問視している一人なのである。
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5．　む　　す　　び
　これまで早期英語教育の賛成論否定論を比較検討してきたのであるが，筆
者の結論を先に述べるならば，私も早期英語教育に対して大きな疑問を抱いて
いる。より具体的に言うなら英語を小学校課程の正規の科目として入れること
に反対である。
　外国語教育というのは早ければ早いほどよく，子どもは新たな言語を自然に
身につけていくというのは一見，俗耳に入いりやすい言葉だが，母国語の習得
過程と外国語の習得過程を混同してはならない。誤解を恐れずに言うなら，外
国語を学ぶ意義はあくまでも母国語を通じて学ぶところにあるのであって，一
つの母国語がまだかたまらない中に新たな外国語を学ぶことは，それは外国語
教育ではなく母国語教育と言っても差し仕えないのである。
　私はニューヨークに滞在していたときに，‘日本の商社マンの子どもたちや，
とくにスペイン系の子供たちが，それぞれの母国語と英語という外国語のはざ
まで生きていく様をつぶさに観察してきたカミ，子どもの年齢が低ければ低いほ
ど英語を自然に学んで行くゐは当然なことなのである。
　しかしそれは外国語を学んでいるのではなく英語という“母国語”を学んで
いることになるのである。とにかくしろくじちゅう英語の世界にいるのである
から。
　子どもたちが新しい言語環境に入いった場合，2～3カ月もすれば，ごく自
然にその言語を操れるようになるということはよく言われることだが，これは
母国語という壁が急速に取り払われていくからこそ可能なのであって，真の意
味での新しい外国語を学んでいることにはならないのである。だから逆に日本
の子どもたちが，帰国したときに英語という“母国語”をいとも簡単に忘れて
しまうのもごく自然な形なのである。
　もう一つ私にとってショックだったのは，プ再ルトリコ人の場合である。仮
りにJさんとしておこう。Jさんは小学校3年のときに両親と共にニューヨー
クに移住してきた。両親はプエルトリコ人である。私はたまたま1年間，Jさ
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んと一緒に仕事をする機会に恵まれたのだが，傍目から見ればJさんはスペイ
ン語と英語を自由自在に使いこなしているように思われた。そこで私はJさん
に次の質問をしてみた。「家庭ではスペイン語，oMceでは英語を使っている
ようですが，新聞や雑誌，本などを読むときにはどちらの言葉ですか」と。J
さんが即座に答えたのは英語ということなのであった。スペイン語で書かれた
本や雑誌はJさんにとってむずかしいとのことであった。人種のるつぼの地ニ
ューヨークで二言語教育の問題を漠然と考えていた私にとってJさんの答えに
よって何もかもわかった様な気がしたのである。
　常に外国語教育に思い悩む日本人にとって，一見，Jさんの環境は羨しい限
りだが，実はそうでもないのである。スペイン語がJさんの母国語ではあるに
しても，学校で使われた言葉抵すべて英語なのである。学校で使われた言葉を
知的な言葉，抽象の世界の言葉と言いかえてもよいかも知れない。今更，繰り
返すまでもなく言語は思考力と密接な結びつきがある。ごくまれなる人を除い
て，Aという言語にカを入れればBという言語による思考力は純ってくるし，
Bという言語にカを入れればAという言語による思考力が純ってくるのであ
る。これは早期英語教育に対しても同じことが言えるのである。母国語教育の
充実こそが先決問題であり，外国語教育はその後でよいのである。
　早期英語教育賛成論者あるいは推進論者が見誤まっている点は日本の英語教
育がまったく効果をあげていないという大前提である。とくにライシャワー氏
は日本の英語教育がまったくその効果をあげていないと言ってかなり手きびし
く批判し続けてきた。ライシャワー氏にかかっては日本の英語教育はめちやく
ちやである。
　しかしそうであろうか。多分に逆説めくが，英語といわず，明治維新以降，
日本に於ける外国語教育がその効果をまったくあげていないとすれば，諸外国
をして奇跡とまでいわしめた近代化がなぜ可能であったのであろうか。外国語
の教育が効果をあげたからこそ諸外国の知識を食欲にも吸収できたのではない
だろうか。私にはこのカギが日本独特の文法訳読中心主義の外国語教育にある
気がしてならないのである。それはあくまでも日本語という母国語のレンズを
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通して外国語を学ぶ姿勢なのである。
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